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 はじめに 
 
栃木県教育委員会では、子どもたちの成長を支える教職員が健康でいきいきとやりがいをも

ち、教育の質を高めていける勤務環境の実現を目指して、平成 31(2019)年１月に「学校におけ

る働き方改革推進プラン(第１期)」(以下「第１期プラン」という。)を策定し、学校と県及び市

町教育委員会が一体となって、学校における働き方改革に取り組んで参りました。 

 この間、社会情勢はめまぐるしく変動し、学校を取り巻く課題は、より複雑化・多様化・困難

化しています。そうした中で、子どもたちが予測困難な未来社会を自立的に生き、社会の形成

に参加できるよう、学校教育の改善・充実が求められています。 

 また、新型コロナウイルス感染症に対応した「新しい生活様式」に基づく学校活動や「学びの

保障」など、対応しなければならない様々な課題が新たに発生し、教職員に求められる業務や

知識技能は、質・量ともに増大しています。 

 本県では、令和２(2020)年度に｢栃木県教育振興計画 2025｣を策定し、基本理念である｢とちぎ

に愛情と誇りをもち 未来を描き ともに切り拓くことのできる 心豊かで たくましい人を

育てます｣のもと、あらゆる分野・世代の教育力を結集し、特色あふれる教育施策を推進してお

ります。 

 国においては、小学校第６学年までの｢35 人学級｣の段階的な導入が決定されるなど、｢教育の

質の確保｣や｢教職員が児童生徒に充てる時間の増加｣につながる施策が講じられ、教育環境の変

化が起こっています。 

 第１期プランでは、県立学校において、｢適正な勤務時間の管理｣、「時間外電話対応装置の導

入」や「外部人材の活用(部活動指導員・教員業務支援員等)」をはじめとする様々な取組を進め

た結果、依然として十分とは言えないものの教員の時間外在校等時間が全体的に減少し、教材

研究や授業準備、児童・生徒指導に充てる時間が増加した教員の割合が増えるなど、一定の成

果があったところです。 

 そこで、これまでの成果・課題と学校や教職員を取り巻く環境の変化を踏まえ、令和４(2022)

年度から令和８(2026)年度までを計画期間とする「学校における働き方改革推進プラン(第２

期)」(以下「プラン」という。）を新たに策定することとしました。 

 このプランでは、アフターコロナを見据えた「新時代の学び（個別最適な学び・協働的な学

び）への対応」、教職員の「働きやすい環境づくり」や「勤務時間の適正化」を目的として、

「GIGA スクール構想」の実現による教職員の「業務効率化」、「外部人材の更なる活用」や「部

活動実施の適正化」などを取組の柱とし、学校の働き方改革を積極的に推進して参ります。 

 「学校における働き方改革」について考えていくことは、今後の栃木県の教育を考えていく

ことに繫がります。今後も、学校、家庭、地域、行政が密接に連携しながら、教員が本来担うべ

き業務に専念できるよう協力し合い、それぞれが共に知恵を出し合いながら、積極的に働き方

改革に取り組み、子どもたちと向き合う大切な時間をしっかりと確保できるよう環境を整え、

子どもたちの健やかな成長を支えて参りましょう。 

今後とも、御理解と御協力をいただきますようお願い申し上げます。 

 

   令和４(2022)年３月 

 

                        栃木県教育委員会教育長 荒川 政利 
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   目的

※１　時間外在校等時間：在校等時間※２から正規の勤務時間を除いた時間

※２　在校等時間：教育職員が学校教育活動に関する業務を行っている時間として外形的に把握すること
     ができる時間

「学校における働き方改革推進プラン（第２期）」概念図

～令和４(2022)年度から令和８(2026)年度まで～

〔目標1〕

〔目標２〕

〔中間目標〕

教職員が、心身ともに健康で、いきいきとやりがいをもちながら、本来

的な業務に着実に取り組むことができる環境を整備することにより、本県

における教育の質の更なる向上を図る。

○健康でいきいきとした心身

○自己研鑽の時間の確保

○本来担うべき業務に専念

（教材研究、授業準備、

児童・生徒指導等）

教員の時間外在校等時間※１を１か

月で45時間以内、１年間で360時間以

内とする。 業務改善により、教材研究や授業

準備、児童・生徒指導に充てる時間

が増加した教員の割合を増やす。

時間外在校等時間が１か月で80時間

を超える教員の割合を令和６(2024)年

度までに０％にする。

（５）学校運営体制の充実

（校長）

リーダーシップとマネジメント

（３）業務改善
（１）勤務時間の適正化

・目標や方針の明確化

・業務の洗い出し・可視化

・話合いの場の設定

・地域・保護者・関係

機関との連携

・外部人材の活用

・時間を意識した働き方

・業務の適正化

・当事者意識の醸成

・勤務時間の把握

・適正な勤務時間の設定

・話合いの場の設定

（４）部活動指導

の負担軽減

・部活動の適切な活動時間

・休養日の設定

・適正な部活動数の設定

（２）意識改革
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Ⅰ プラン策定の趣旨 
 

  県教育委員会では、本県全ての教職員が、健康でいきいきとやりがいをもって勤務しなが

ら、教育の質を高めていける勤務環境の実現を目指して、平成 31(2019)年１月に「学校にお

ける働き方改革推進プラン(第１期)」(以下「第１期プラン」という。)を策定し、全県的な取

組を推進してきました。 

  第１期プランでは、令和元(2019)年度からの３年間を計画期間として、｢適正な勤務時間管

理｣、｢時間外電話対応装置の導入｣や｢外部人材の活用｣など、本県の働き方改革を積極的に推

し進めてきました。 

その結果、県全体で時間外在校等時間は減少傾向にありますが、依然として十分ではない

ことから、「学校における働き方改革推進プラン(第２期)」を策定することとしました。 

 
 
Ⅱ プランの目的 

 

     教職員が、心身ともに健康で、いきいきとやりがいをもちながら、本来的な

業務に着実に取り組むことができる環境を整備することにより、本県における

教育の質の更なる向上を図る。     

 

  社会の変化、教育へのニーズや国の取組等を踏まえながら、ワーク・ライフ・バランスのと

れた心身ともに健康な教職員が、子どもと向き合い、本来担うべき業務に専念できる環境を

整えることによって、本県における教育の質の更なる向上を図ります。 

 
 
Ⅲ プランの位置付け 

 

   このプランは、県教育委員会及び県立学校における働き方改革の推進に向

けた取組の方向性及び方策を示すものであるが、市町教育委員会に対しても、

このプランを参考とした取組を促し、学校における働き方改革を全県的に推進

していく。 

 

県全体の教育の質の向上を図るため、県教育委員会及び県立学校はもとより、市町教育委

員会と小・中・義務教育学校が一体となって、全県的に学校における働き方改革に取り組ん

でいきます。 
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Ⅳ 本県教員の勤務の状況（成果と課題）  

①第１期プラン(令和元～３年度)の目標達成状況（県立学校） 
 

 

  目標 1－1 教員の時間外在校等時間について、上限の 45 時間を目指しつつ、 

(当初)  令和３年度までに、80 時間を超える教員の割合を０％にする。 

 

  ＊対象：県立学校教員約 4,300 名（R 元～R3 年度の各４月～11 月データを比較） 

 
＜時間外在校等時間が 80 時間を超える教員の割合の推移（％）＞      （ ）は年間。 

 令和元(2019)年度 令和２(2020)年度 令和３(2021)年度 

中学校 21.4(15.3) 7.0(6.3) 7.9 

 14.7(11.1) 3.7(3.0) 3.9 

高等学校 全日制 15.5(11.8) 4.0(4.1) 4.1 

定時・通信制 0.1( 0.1) 0.0(0.0) 0.1 

特別支援学校 1.0( 0.7) 0.3(0.2) 0.1 

全体 10.2(7.7)   2.6(2.1) ※3 2.7 

（「県立学校時間外在校等時間の実態」より） 

 

 

 

 

 

 目標 1－2 教員の時間外在校等時間を１か月で 45 時間以内、１年間で 360 時間以内 

(改定後) とする。 

      

 
＜時間外在校等時間が 45 時間以内の教員の割合の推移（％）＞       （ ）は年間。 

 令和元(2019)年度 令和２(2020)年度 令和３(2021)年度 

中学校 34.1(43.8) 56.3(57.8) 41.3 

 55.6(62.3) 73.1(75.9) 70.8 

高等学校 全日制 53.4(60.5) 71.7(74.7) 68.9 

定時・通信制 93.8(94.5) 96.0(96.3) 98.0 

特別支援学校 86.3(88.8) 91.1(91.5) 90.5 

全体 65.5(70.8)    78.7(80.8) ※3 76.8 

（「県立学校時間外在校等時間の実態」より） 

 
 
 
 
 

 

                                               

※３ 新型コロナウイルス感染症対策として、令和２(2020)年４～５月は学校休業。 

○月の時間外在校等時間が過労死ラインである 80 時間を超えている教員の割合は、令和元

(2019)年度と比べ減少傾向にあるが、依然として一定数存在している。 

○給特法の改正に伴い、令和３(2021)年度にプランの目標を変更し、教員の時間外在校 

等時間を１か月で 45 時間以内としたが、その達成率は増加傾向にあるものの、依然と

して県立中学校では半数以上、県立高等学校全日制の課程では３割以上が未達成と 

なっている。 
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 目標 2  業務改善により、教材研究や授業準備、児童・生徒指導に充てる時間が 

増加した教員の割合を増やす。 

 

＜業務改善により、教材研究等に充てる時間が増加した教員の割合の推移（％）＞ 

 

 

業務内容 

 

 

全体 

県立学校 

 

中学校 

高等学校  

特別支援学校 全日制 定時・通信制 

R1 R3 R1 R3 R1 R3 R1 R3 R1 R3 

思う 21.2 27.4 19.1 14.3 19.3 25.9 31.0 36.0 23.7 29.5 

思わない 78.8 72.6 80.9 85.7 80.7 74.1 69.0 64.0 76.3 70.5 

（「学校における働き方改革推進プラン（第１期）」に基づく実態調査より） 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○「業務改善により、教材研究等に充てる時間が増えたと思う」と回答した教員の割合 

は、県立中学校では 14.3％と令和元(2019)年度との比較で 4.8 ポイント減少したもの 

の、県立学校全体では、21.2％から 6.2 ポイント増加し 27.4％となっている。 
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②主な取組・成果と課題 
 
 （１）勤務時間の適正化 
  ＜主な取組＞ 

   ○教員の出・退勤時刻の把握（エクセルシート活用） 

   ○勤退管理システムの導入（ＩＣカードの導入） 

    

      ・勤務時間管理を自ら行うことで、教員が自分自身の働き方につ 

いて見つめ直すきっかけとなり、働き方に変化が現れてきてい 

る。  

 
      ・勤務時間管理のデータについて、今後、より効果的な活用を図 

り、勤務時間の適正化につなげていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 
 
 （２）意識改革 
  ＜主な取組＞ 

   ○学校における働き方改革マネジメント研修 

（全ての公立学校長対象） 

   ○業務改善推進者研修 

（小・中・高・特のモデル校 20 校） 

   ○教職員評価制度の活用 

   ○実践事例の周知・広報 

    

      ・管理職を中心とした意識改革を推進することで、「時間を意 

識した働き方改革」の実践が進んでいる。 

       ・モデル校を中心に学校における働き方改革を推進していくこ 

とで、好事例などが共有され、県全体での働き方改革が推進 

されている。 

 
      ・時間外在校等時間が減少傾向にはあるものの、80 時間超の時 

間外勤務を行っている教員も一定数存在することから、校長 

のリーダーシップの下、学校全体で組織的に取り組んでいく 

必要がある。 

       
 
 
 
 
 
 
 

成 果 

課 題 

成 果 

課 題 
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 （３）業務改善 
  ＜主な取組＞ 

   ○コンクール等の募集方法の見直し 

   ○中堅研修の教員免許状更新講習としての開設 

○各種研修・会合、調査等の見直し  

   ○県立学校統合型校務支援システムの導入  

○時間外電話対応装置の導入 

    

      ・業務の精選と効率化等により、教職員の負担を減らしつつ本来 

業務に充てる時間が増加している。 

        

 
      ・新しい生活様式（新型コロナウイルス感染症への対応）、新学 

習指導要領やＧＩＧＡスクール構想への対応等が新たに加わっ 

たことで、更なる業務改善が求められている。 

 
 
 
 
 （４）部活動指導の負担軽減 
  ＜主な取組＞ 

   ○部活動指導員の配置又は市町への補助 

   ○「運動部・文化部活動の在り方に関する方針」 

に基づく適正な部活動運営の推進 

   ○中体連・高体連主催大会数の見直し 

   ○運動部活動補助員派遣事業の実施 

    

      ・適正な練習時間や休養日の設定に加え、部活動指導員を導入 

したことで、部活動運営に係る働き方に変化が現れてきている。 

       ・若手の顧問や競技経験のない教員にとって、部活動指導員の 

導入が、指導方法等を学ぶ機会や専門的な指導等における負 

担軽減につながっている。 

 
      ・学校部活動に対する保護者や地域の期待は大きく、部活動を 

学校の特色に位置付けている場合もあるため、国の動向・方 

針も踏まえつつ、関係機関等と連携を図りながら、推進して 

いく必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 

成 果 

課 題 

成 果 

課 題 
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 （５）学校運営体制の充実 
  ＜主な取組＞ 

   ○管理職の取組への支援（校長研修・教頭研修等） 

   ○少人数学級の推進 

   ○外部人材の活用 

（ＩＣＴ支援員・教員業務支援員（県立学校）・部活動指導員等） 

   ○長時間勤務者に対する産業医等による面接指導 

    

      ・各学校が組織的・体系的に働き方改革に取り組めるようになっ 

てきている。 

       ・外部人材の活用により、本来業務に充てる時間が増え、児童・ 

生徒に向き合う時間を着実に増やすことができている。 

 
      ・働き方改革に関する取組については、各市町間の格差が生じ 

        ることのないよう、市町教育員会と一層連携・協力していく 

必要がある。 

       ・施策ごとの分析・評価を行いながら、学校運営体制の充実を 

図っていく必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

成 果 

課 題 

- 7 -



Ⅴ 取組の方向性 
 

  学校における働き方改革の推進のためには、まず、管理職による勤務時間の適正な管理と 

教職員一人一人の勤務時間を意識した働き方をすることが大切になります。さらに、教職員

自身がワーク・ライフ・バランスを考え、限られた時間の中で、学習指導や児童・生徒指導、

自己研鑽に効率よく取り組むという意識のもとに、業務改善を図ることが重要となります。

こうした取組は、これまで是としていた働き方全体を大胆に見直すことでもあるため、教職

員個人の努力のみで進められるものではなく、管理職のリーダーシップと学校運営のマネジ

メントがあって、初めて実現可能となるものです。 

  働き方改革、多忙化防止のために取り組むべき対策は多岐にわたることから、このプラン

では、多忙化の大きな要因となっている次の５つの項目に焦点を当て、重点的に取り組んで

いきます。 
    

（１）勤務時間の適正化     （２）意識改革    （３）業務改善 
 

     （４）部活動指導の負担軽減   （５）学校運営体制の充実
 

 

Ⅵ プランの期間 

 

 

        令和４(2022)年度から令和８(2026)年度までの５年間 

 

このプランを着実に推進していくためには、教職員の意識改革とともに、継続的・組織

的な業務改善等が必要であることから、計画期間を５年間としました。 

 
Ⅶ プランの目標 

 

 

  ＜目標＞ 
１ 教員の時間外在校等時間を１か月で 45 時間以内、１年間で 360 時間以内と 

する。 

  ２ 業務改善により、教材研究や授業準備、児童・生徒指導に充てる時間が増加 

した教員の割合を増やす。 

 

 

   ＜中間目標＞令和４(2022)年度～令和６(2024)年度 
時間外在校等時間が１か月で 80 時間を超える教員の割合について、 

プランの中間年である令和６(2024)年度までに０％とする。 
 

このプランの最終目標の達成に向けて、中間年となる３年目に中間目標を設定しました。 
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Ⅷ 働き方改革推進のための取組 

 

 県教育委員会における取組 各学校における取組 

(1) 勤務時間の

適正化 

 

①勤務時間管理の徹底 

②最終退勤時刻等の設定 

 

①教職員の出・退勤時刻の把握 

②最終退勤時刻の設定 

③定時退勤日の設定 

④長期休業中の学校閉庁日の設定 

(2) 意識改革 

 

 

①研修の実施 

②チェックシートによる振り返り 

③教職員評価の活用 

①発想の転換 

②「業務の適正化」という意識の徹底                 

③先に退勤することへの抵抗感の低減                 

(3) 業務改善 

 

 

 

①業務の役割分担の明確化・適正化 

②研修・会合、調査等の見直し 

③授業改善等の支援の充実 

④ＩＣＴの活用 

①目標や方針の明確化 

②業務の洗い出し・可視化 

③校務分掌等における業務分担の平準化 

④話合いの場の設定 

(4) 部活動指導

の負担軽減 

 

 

 

 

①栃木県部活動の在り方に関する方

針の徹底 

②部活動指導員の配置 

③人材バンクの設置 

④関係機関への協力要請 

⑤効率的・効果的な指導法について

の情報提供 

⑥部活動の地域移行等 

①適切な活動時間・休養日の設定 

②外部人材の活用 

③適正な部活動数の設定 

 

 

 

(5) 学校運営体

制の充実 

 

①管理職の取組への支援 

②教員定数の改善・加配等の国への要望 

③外部人材の活用 

④地域・保護者・関係機関等との連携 

⑤労働安全衛生管理の徹底 

⑥フォローアップ 

①目標や方針の明確化（再掲） 

②組織マネジメントの実施 

③地域・保護者・関係機関との連携 

④職場環境づくり 

 

 

                       ※下線は、第２期プランから追記した項目 

 

１ 県教育委員会における取組 

県教育委員会では、各学校における働き方改革の推進を支援・促進するため、以下の取 

組を実施していきます。 

 

（１）勤務時間の適正化 

①勤務時間管理の徹底 

    県立学校においては、令和３(2021)年度から勤退管理システム(ＩＣカード)を導入し、 

出退勤時刻を記録・把握することで、勤務時間管理の徹底を図っています。勤退管理シ 

ステムによる勤務時間の客観的な把握により、教員自身が自分の働き方を振り返り、見 

直すことで勤務時間管理への意識改革につなげていきます。 

 

  ②最終退勤時刻等の設定 

各学校における最終退勤時刻、定時退勤日や長期休業中の学校閉庁日等の設定を推進 

し、勤務時間の適正化を図ります。 
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（２）意識改革 

①研修の実施 

初任者研修や中堅教諭等資質向上研修等に、勤務時間を意識した働き方やワーク・ラ

イフ・バランスの重要性の視点等に関する内容を加え、教職員の意識改革を図ります。 

また、校長研修等において、マネジメントに関する研修を実施し、管理職の意識改革

を図ります。 

 

  ②チェックシートによる振り返り 

教職員自身が、チェックシートで自分の働き方を 

振り返り、見直すことで、意識改革と当事者意識の 

醸成を図ります。具体的には、個人の振り返り用と 

しての使用も可能ですが、校内で一斉に実施するこ 

とで、各自の結果を共有し、内面化することにより、 

当事者意識の醸成等につなげることを目的としてい 

ます。                    「学校における働き方改革に関する 

                                   チェックシート」 

 

 

 

 

（巻末に添付） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

③教職員評価の活用 

    自己の業務改善や、時間を意識した働き方について、教職員評価を活用した意識改革 

を図ります。 

 

（３）業務改善 

①業務の役割分担の明確化・適正化 

    学校が担うべき業務、スクールカウンセラーなど専門性をもった外部人材や事務職員 

等と連携・分担すべき業務、保護者・地域等の協力により分担すべき業務など、役割分

担の明確化・適正化を促進し、各学校の業務改善を支援します。 
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②研修・会合、調査等の見直し 

県教育委員会が実施する研修・会合、調査等について、以下の視点から見直しを進め

ます。 

○研修・会合等について、目的やねらい、必要性等の観点から精選を行うとともに、時

期・対象者・目的等に重複が見られる研修・会合等は、統合を検討します。また、オ

ンライン化等も含め、実施方法の工夫・改善に努めます。 

○県教育委員会が実施する調査について改めて確認し、必要性に応じて廃止・縮小を検

討するとともに、重複する調査や項目の解消を図ります。 

○県教育委員会及び知事部局が実施する作文や絵画など各種コンクールについて、募集 

方法を見直し、校内審査を廃止するなど、学校現場の負担軽減を図ります。また、関 

係団体等にも同様の見直しを引き続き要請します。 

 

③授業改善等の支援の充実 

各学校が実施する授業研究や学校組織マネジメント等の校内研修について、支援を充

実していきます。また、栃木県総合教育センターホームページの「教材研究のひろば」

・「とちぎの子どもの『学びの保障』に向けた応援サイト」について、コンテンツ等の

充実を図ります。 

 

④ＩＣＴの活用 

統合型校務支援システムの導入により、県立学校の指導要録などを電子化することで

業務の効率化を図ったり、「ＧＩＧＡスクール構想」によって実現した教育環境を生か

し、学習指導等においても業務改善の視点から、ＩＣＴを積極的に活用したりすること

により、教職員の業務負担軽減に努めていきます。 

 

（４）部活動指導の負担軽減 

①栃木県部活動の在り方に関する方針の徹底 

スポーツ庁の「運動部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」(平成 30(2018)

年３月)及び文化庁の「文化部活動の在り方に関する総合的なガイドライン」(平成

30(2018)年 12 月)を受け、平成 30(2018)年９月に「栃木県運動部活動の在り方に関する

方針」を、平成 31(2019)年３月に「栃木県文化部活動の在り方に関する方針」（以下「栃

木県（運動・文化）部活動の在り方に関する方針」という。）を示しました。 

各市町教育委員会及び県立学校への周知徹底を図り、方針に基づく中学校及び高等学

校の運動・文化部活動改革の取組を推進するとともに、定期的にフォローアップを行い

ます。 

                       

     ｢栃木県運動部活動の在り方に      ｢栃木県文化部活動の在り方に 

関する方針｣              関する方針｣ 

 

②部活動指導員の配置 

部活動指導員は、技術面の指導だけでなく、単独での指導や引率が可能になるなど、

教員（部活動顧問）の負担軽減が期待できることから、今後も継続していきます。  

また、従来から派遣している、「運動部活動補助員」については、競技経験や指導経
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験が少ない教員が顧問となっている県内の公立中学校や高等学校運動部において効果を

上げているため、引き続き配置に努めていきます。 

 

③人材バンクの設置 

  令和３(2021)年７月に県教育委員会が設置した 

「栃木県部活動指導員バンク」の登録指導者を、 

市町や県立学校の需要と結びつけ、部活動指導員 

の更なる活用を図ります。 

                       「栃木県部活動指導員バンク」 

                  

④関係機関への協力要請 

県中学校体育連盟、県高等学校体育連盟、県中学校文化連盟、県高等学校文化連盟や

県高等学校野球連盟等の関係機関に対して、スポーツ庁の「運動部活動の在り方に関す

る総合的なガイドライン」、文化庁の「文化部活動の在り方に関する総合的なガイドラ

イン」及び「栃木県(運動・文化)部活動の在り方に関する方針」の徹底を要請するとと

もに、大会やコンクールの見直しを要請します。 

 

⑤効率的・効果的な指導法についての情報提供 

県教育委員会が策定した「運動部活動指導の手引」(平成 31(2019)年３月)の活用を啓

発するとともに、中央競技団体が作成している運動部活動における合理的かつ効率的・

効果的な活動のための指導手引について情報提供します。 

 

⑥部活動の地域移行等 

  スポーツ庁及び文化庁の「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」(令和２ 

(2020)年９月１日付け 事務連絡)を受け、部活動の段階的な地域移行や合理的で効率的 

な部活動の推進を図るため、休日の部活動の地域移行について検討していきます。 

 

（５）学校運営体制の充実 

①管理職の取組への支援 

  栃木県総合教育センターが実施する校長、教頭を対象とした研修において、働き方改 

革に関する内容を取り入れ、各学校における働き方改革の主体的な取組を支援します。 

 

②教員定数の改善・加配等の国への要望 

本県においては、これまで、小・中・義務教育学校の全学年において、35 人以下学級 

を導入し、きめ細かな指導の充実を図っています。 

また、義務教育標準法の改正により、小学校第２学年から第６学年までにおける 35 

人以下学級を段階的に導入することとなりましたが、中学校への早期拡充、指導方法工 

夫改善等の各種加配定数の改善・充実、専門的知識を有する人員の配置、教職員給与等 

の改善などについて、全国都道府県教育委員会連合会と連携して引き続き国に要望して 

いきます。 

 

③外部人材の活用 

「チームとしての学校」の体制が整備できるよう、スクールカウンセラーやスクール 

ソーシャルワーカー等、専門性をもった外部人材の活用を推進するとともに、教員業務 

支援員等の配置に努めます。 
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④地域・保護者・関係機関等との連携 

学校における働き方改革を推進する上では、保護者・地域、関係機関等の協力が不可

欠です。そのため、地域とともにある学校づくりの推進に向けて、以下のことに取り組

みます。 

 

・地域連携教員の活動促進 

全公立学校に配置した地域連携教員の研修の充実を図り、校内体制づくりや地域連

携活動に関する情報提供、校内研修の企画・立案等を支援します。 

・地域コーディネーター等の配置 

学校と地域の総合的な調整を担う地域コーディネーター等の配置を促進するため、

養成研修の充実を図ります。 

・学校運営協議会制度と地域学校協働活動の推進 

学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）や地域学校協働本部等、学校を支 

える地域の組織体制整備を支援します。 

 

⑤労働安全衛生管理の徹底 

教職員が安全で快適な職場環境の下、心身ともに健康で働けるよう、以下のことに取

り組みます。 

・健康管理 

健康診断の実施、要精検と判定された者への精検受診の勧奨、健康への関心を高め

る取組等を公立学校共済組合と連携しながら実施します。 

・メンタルヘルス対策 

各種研修や相談事業、ストレスチェック事業など、きめ細かなメンタルヘルス対策

を公立学校共済組合と連携しながら実施します。ストレスチェック事業では、教職員

自身のストレスへの気付きを促すとともに、職場環境の改善につなげ、メンタルヘル

ス不調を未然に防止します。 

・長時間労働への対応 

長時間勤務等に伴う疲労蓄積による健康障害を防止するため、産業医等による面接 

指導等を実施します。 

 

⑥フォローアップ 

  このプランの計画期間内の各年度において、教職員の勤務の状況や各学校の取組状況 

を調査し、栃木県公立学校業務改善推進委員会で検証します。検証結果に基づき県教育 

委員会の取組を見直すと同時に各学校にフィードバックすることで、学校における働き 

方改革を県全体で推進していきます。 
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２ 各学校における取組 

各学校においては以下の内容を踏まえ、校長のリーダーシップの下、学校の実情に即し

た具体的な取組を、校内の意思統一を図りながら組織的に推進する必要があります。 

なお、業務改善推進者研修の実施報告、ＩＣＴ活用事例の具体例や学校における働き方 

改革に関するＷｅｂサイトを別冊に記載しましたので、御参照ください。 

 

（１）勤務時間の適正化 

①教員等の出・退勤時刻の把握 

○教員等の勤務時間は、令和３(2021)年９月から導入した勤退管理システム（ＩＣカー 

ド）により、勤務時間の客観的な方法での把握を徹底する。 

 

②最終退勤時刻の設定等 

○月の時間外在校等時間が 45 時間を超えないよう最終退勤時刻を設定する。 

○月の時間外在校等時間が 80 時間を超えた教職員には、管理職が面談を行い、必要があ 

れば校務分掌を見直して平準化を図るなど、適切に対応する。 

 

 ③定時退勤日の設定 

  ○学校や学年単位など、学校の実情に応じて、定時退庁日を設けることで、リフレッ 

シュを図る。 
 

④長期休業中の学校閉庁日の設定 

○長期休業中に年間３日以上の学校閉庁日を設定する。 

 

（２）意識改革 

①発想の転換 

   ○「業務を精選・効率化して退勤時刻を早める」という発想から、「退勤時刻を決めて、 

その時刻に間に合うように業務を精選・効率化する」という発想に転換する。 

 

②「業務の適正化」という意識の徹底 

○一つ一つの業務について、「これは必須の業務か」という観点から見直す。 

○「必須の業務」でないものについては、積極的に削減や簡素化などを図る。 

 

③先に退勤することへの抵抗感の低減 

  ○定時退勤日を一人一人が異なる日に設定できる仕組を作るなどの工夫により、先に退 

勤することへの抵抗感を低減する。 

 

（３）業務改善 
  真に実効性のある業務改善を行うためには、教職員一人一人が必要性や目指す方向性を 

  理解して、自らの業務一つ一つについて見直すとともに、それらを踏まえて学校全体で組 

  織的に取り組んでいくことが不可欠です。また、地域・保護者の理解や協力を得ながら進 

〔学校閉庁日〕 

設定方法：教職員が勤務しないことを申し合わせ、保護者・地域に周知する。 

服務対応：年次休暇、特別休暇、勤務日の振替等を充てる。 
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  めていくことも大切です。 

 

①目標や方針の明確化 

○教職員が真に必要な業務に注力できるよう、学校の重点目標や経営方針の明確化に努

める。 

 

②業務の洗い出し・可視化 

○期間を定めて、一人一人が、何の業務に、どれだけ時間をかけているのかを記録する。 

○記録は学期ごとなど、定期的に行い、改善すべき業務の特定や業務改善による効果の

検証に活用する。 

○年度末には、こうした記録等を活用しながら、校務分掌の見直しを行うなど、次年度 

 に向けた業務改善を検討する。 

 

③校務分掌等における業務分担の平準化 

 ○校務分掌や学年業務等の全体的な量を把握した上で、校長のリーダーシップの下、各 

校務分掌の部長や学年主任等が調整を重ね学校全体のバランスを取ることで、業務分 

担の偏りをなくし、平準化を図っていく。 

 

④話合いの場の設定 

○教職員間で業務の在り方、見直しについて話し合う場を設定する。 

○管理職は、業務の適正化についての意見が出やすい雰囲気づくりに努める。 

 

（４）部活動指導の負担軽減 
  令和３(2021)年度実施の「学校における働き方改革推進プラン」に基づく実態調査にお 

いても、部活動の指導が長時間勤務の大きな要因の一つとなっていることが明らかとなっ 

ています。部活動の活動時間や休養日を適切に設定することは、生徒の健康を守る上でも 

欠かせません。また、生徒数、教員数を踏まえ、部活動数の適正化を図ることも大切です。 

 

①適切な活動時間・休養日の設定 

○県教育委員会が平成 30(2018)年度に策定した「栃木県（運動・文化）部活動の在り方

に関する方針」により、適切な活動時間・休養日を以下のとおり設定した。 

 

 

 

 

 

 

②外部人材の活用 

   ○部活動指導の負担軽減を図るために、保護者・地域とも連携して、運動部活動補助員

などの外部人材を効果的に活用していく。 

 

③適正な部活動数の設定 

  ○複数顧問の配置・ローテーション制の導入等の工夫を凝らすとともに、部活動指導の 

    負担軽減の観点から、適正な数の部活動を設置するよう見直しを図る。 

 

・１日の活動時間は、長くとも平日で２時間程度、学校の休業日（学期中の週末を含む。）

は３時間程度とする。 

・休養日は、学期中、週当たり２日以上（平日１日、週末１日以上）とする。 

・長期休業中は、学期中に準じた扱いを行うとともに、長期の休養期間を設ける。 

- 15 -



 

 

（５）学校運営体制の充実 
   学校における働き方改革を進めるに当たっては、校長のリーダーシップとマネジメント 

が極めて重要となります。 

 

①目標や方針の明確化 

 ○校長は、教職員が真に必要な業務に注力できるよう、学校の重点目標や経営方針の明 

確化に努める。（再掲） 

 

②組織マネジメントの実施 

○校内の中心となって業務改善を進める委員会を校務分掌に位置付け、年間を通じた組

織的な業務改善のＰＤＣＡサイクルを確立する。 

○校内委員会のメンバーは、総務・財務に通じる専門職である事務職員をはじめ、校内

の様々な立場の教職員が参画できる構成となるよう配慮する。 

 

 

 

 

 

 

○教職員評価を積極的に活用し、教職員一人一人の業務改善への意識や意欲を高める。 

○ミドルリーダー（学校運営の中核となる人材）を計画的に育成し、適所に配置するな

どにより、学校の教育目標をより効果的に達成できる組織体制の構築に努める。 

○生徒数、教員数を踏まえて、適正な数の部活動を設置するよう見直しを図る。（再掲） 

○スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の外部人材の活用を推進する。 

○業務改善の取組について、学校の組織力の向上や教職員一人一人の資質・能力の向上 

の機会と捉え、全校体制で積極的に取り組む。 

 

③地域・保護者・関係機関との連携 

○学校経営方針を保護者・地域住民に周知し、共有を図る。 

○学校運営協議会制度の活用や、地域学校協働活動を推進する。 

○学習指導、児童・生徒指導、その他の校務について、外部人材の活用を検討する。 

○地域・保護者や福祉部局・警察等関係機関との情報共有を緊密に行いつつ、適切な役 

割分担を図るよう努める。 

 

④職場環境づくり 
○教職員間のコミュニケーションの円滑化と互いに支え合う雰囲気の醸成に努める。 

○定時退勤日を一人一人が異なる日に設定できる仕組を作るなどの工夫により、先に退

勤することへの抵抗感を低減する。（再掲） 

○教職員一人一人の事情に配慮した声かけを行うなど、休暇を取得しやすい雰囲気の醸 

成に努める。 
 

〔校内委員会のメンバーの例〕 

・教頭又は主幹教諭（責任者） 

・地域連携教員、事務職員、養護教諭、栄養教諭・学校栄養職員 等 

・学年・部など各組織の代表者 
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参考資料 

                   栃木県公立学校業務改善推進委員会 委員名簿 

   選任分野      委員(委嘱期間)          所属・役職 

１ 県教育委員会 中村 千浩(R2～R3) 県教育次長(指導)         

２ 大学関係者 藤井 佐知子(H30～R3) 宇都宮大学 理事・副学長    

３ 企業関係者 葛西 美奈子(H30～R3) ＴＭＣ経営支援センター代表取締役社長                   

４ メンタルヘルス関係者           竹村 克己(R2～R3) 県医師会常任理事 

５ 

 

市町教育委員会教育長          

代表(市教育長部会長) 
田上富男(R元～R3) 真岡市教育委員会教育長 

６ 

 

市町教育委員会教育長          

代表(町教育長部会長) 
田村 幸一(R2～R3) 壬生町教育委員会教育長 

７ 公立学校長代表 丸山 周二(R3) 宇都宮市立中央小学校長 

８ 公立学校長代表 樽井 久(R3) 宇都宮市立陽北中学校長 

９ 公立学校長代表 
前橋 均(R元～R3) 

栃木女子高等学校長(R元) 

真岡高等学校長(R2～R3) 

10 公立学校長代表 舛谷 卓志(R3) 益子特別支援学校長 

11 教員の代表 熊倉 孝郎(R3) 栃木県教職員協議会長 

12 教員の代表 飯塚 和典(R3) 栃木県高等学校教職員組合執行委員長                  

13 公立学校ＰＴＡ代表 福田 治久(R元～R3) 県ＰＴＡ連合会副会長 

14 教育事務所長代表 郡司 一弘(R3) 那須教育事務所 

  

＜プラン策定・改定の経緯＞ 

平成 30(2018)年４月２日            栃木県公立学校業務改善推進委員会の設置 

平成 31(2019)年１月８日            教育委員会定例会で第１期プラン決定・公表 

令和元(2019)年 11 月 19 日     令和元年度栃木県公立学校業務改善推進委員会 

                  ・第１期プランに基づく県教育委員会の 2019 年度の取組 

・第１期プランに基づく実態調査結果について 

令和２(2020)年 11 月 17 日     令和２年度栃木県公立学校業務改善推進委員会 

                  ・第１期プランに基づく県教育委員会の 2020 年度の取組 

令和３(2021)年３月 25日      教育委員会臨時会で第１期プラン改定決定・公表 

令和３(2021)年 11 月９日      令和３年度第 1 回栃木県公立学校業務改善推進委員会 

                  ・第１期プランに基づく県教育委員会の 2021 年度の取組 

                  ・次期プラン骨子案の検討 

令和４(2022)年１月 20日            第２回栃木県公立学校業務改善推進委員会 

                                   ・第２期プラン素案の検討 

令和４(2022)年３月 17日      教育委員会定例会で第２期プラン決定・公表 
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＜働き方改革に関する国の動向及び本県の取組＞ 

 (1)国の動向 (文部科学省関係等) 

    ○「新しい時代の教育に向けた持続可能な学校指導・運営体制の構築のための学校におけ 

     る働き方改革に関する総合的な方策について」(中間まとめ)   

(平成29(2017)年 12月 22日 中央教育審議会) 

  ○公立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン 

(平成 31(2019)年１月 25 日 文部科学省) 

  ○学校における働き方改革に関する取組の徹底について 

  (平成 31(2019)年３月 18 日 文部科学事務次官) 

  ○学校における働き方改革の推進に向けた夏季等の長期休業期間における学校の業務の適

正化について(通知)  (令和元(2019)年６月 28日 文部科学省) 

  ○公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部を改正する法律

の公布について(通知)  (令和元(2019)年 12 月 11 日 文部科学省) 

  ○「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員

会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」の告示等に

ついて(通知)  (令和２(2020)年１月 17日 文部科学省) 

  ○公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法施行規則の制定及び

「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員

会が教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」の改正等に

ついて(通知)  (令和２(2020)年７月 17日 文部科学省) 

  ○「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について」の送付について   

(令和２(2020)年９月１日 スポーツ庁・文化庁・文部科学省) 

  ○「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革」に関する実践研究について 

  (令和２(2020)年９月 30 日 スポーツ庁・文化庁) 

 (2)本県の取組 

    ○「栃木県公立学校業務改善推進委員会」設置  (平成 30(2018)年４月) 

  ○「学校における働き方改革推進プラン」策定  (平成31(2019)年１月)     

  ○「学校における働き方改革推進プラン」に基づく実態調査 (令和元(2019)年７～８月) 

  ○「学校における働き方改革について」リーフレット配布 (令和２(2020)年４月) 

○「学校における働き方改革推進プラン」に基づく実態調査 (令和３(2021)年７～８月) 

  ○「学校における働き方改革推進プラン（第２期）」策定  (令和４(2022)年３月) 
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1学期 2学期 3学期

1

2

3

4

1学期 2学期 3学期

1

2

3

4

5

1学期 2学期 3学期

1

2

3

4

5

6

7

1学期 2学期 3学期

1

2

3

4

1学期 2学期 3学期

1

2

学校の業務改善の目標を立て、学校経営方針等に記載していますか。

教職員と業務改善について協議する機会を設定していますか。

業務改善を進めるに当たりモデル事業の成果や文部科学省の実践例を活用して
いますか。

２　校務の分類・整理と見直しに関すること

項目
取組状況

教職員が真に必要な業務に注力できるよう、学校の重点目標や経営方針の明確
化に努めていますか。

＜学校における働き方改革に関するチェックシート（管理職向け）＞

  本チェックシートは｢学校における働き方改革推進プラン(第２期)｣に基づく、管理職よる組織的な改善の取組
状況をチェックするためのものです。学期ごとを目安に学校の取組を振り返る参考としてご活用下さい。
                                                                              （所要時間５分程度）

１　管理職による組織的な改善の推進に関すること

項目
取組状況

取組状況

教職員の勤務時間や退勤時刻を把握し、指導を行っていますか。

定時退勤日を設定し、定時退勤を促していますか。

教職員の業務改善提案に対する対応を行っていますか。

校務の整理・削減や学校行事・会議等の見直しを行っていますか。

時間を意識した会議運営を行っていますか。

授業改善と校務の効率化に向けてＩＣＴを有効活用していますか。

３　教職員の働き方改革の見直しに関すること

教職員の相談に乗り、風通しの良い職場にしていますか。

御自身の勤務時間や退勤時刻を正確に、記録していますか。

地域や保護者等の外部人材と連携した活動を行っていますか。

項目

生徒数、教員数を踏まえて、適正な数の部活動を設置できるよう見直しを図っ
ていますか。

教職員の健康の保持増進と快適な職場環境の実現に努めていますか。

【記入例】○：十分に取り組めている　△：取組が不十分　×：取り組めていない　－：対応不要

学校全体の仕事量の総量を把握し、校務分掌における業務分担の平準化を行っ
ていますか。

部活動指導員を有効に活用していますか。

５　地域・保護者（家庭）・関係機関等との連携・協働に関すること

項目
取組状況

学校経営方針を保護者、地域住民に周知し、共有を図っていますか。

４　効率的な・効果的な部活動の実現に関すること

項目
取組状況

県作成の部活動の在り方に関する方針にならって指導していますか。

活動時間や休養日等のルールを作成していますか。

長期休業中など、計画的な休暇取得を促していますか。

校務の持ち帰りの縮減に向けた指導・マネジメントを行っていますか。
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1学期 2学期 3学期

1

2

3

1学期 2学期 3学期

1

2

3

1学期 2学期 3学期

1

2

3

4

5

6

7

8

9

1学期 2学期 3学期

1

2

3

4

1学期 2学期 3学期

1

1学期 2学期 3学期

御自身の勤務時間や退勤時刻を正確に、記録していますか。

正顧問、副顧問等で話合い、ローテーション制の導入等の工夫を凝らしながら、連携・
協力して部活動指導の負担軽減を図っていますか。

項目（栃木県教員育成指標より）

ステージⅠ

（1～5年目）

６　経験年数等によるステージごとの目標（ステージごとの目標達成と合わせて、業務改善に取り組んでいく）

取組状況

勤務時間や退勤時刻を意識して計画的に仕事を進めていますか。

定時退勤日には、きちんと定時で退勤していますか。

長期休業中など、計画的に休暇の取得ができていますか。

校務の持ち帰りはせず、勤務時間内で終わらせる工夫をしていますか。

同僚と協力して仕事をしたり、同僚の相談に乗ったりしていますか。

ステージⅡ

（６～10年目）

ステージⅢ

（11～19年目）

ステージⅣ

（20年目～）

教育活動に必要な基礎的・基本的な知識・技能を身に付けるとともに、同僚
からの助言等を得ながら職務を行っていますか。

専門的な知識・技能や、新たな教育課題に対応する実践的指導力を身に付け
るとともに、同僚と協働しながら職務を行っていますか。

学校の課題解決を目指し、組織を活性化させたり企画力・実践力を発揮したりする
など、ミドルリーダとして学校運営に積極的に参画していますか。

教職生活を通して培った経験のもとリーダーシップを発揮し、学校の教育目標の達
成を目指して積極的に学校経営を支えるために職務を行っていますか。

＜学校における働き方改革に関するチェックシート（教職員向け）＞

  本チェックシートは｢学校における働き方改革推進プラン(第２期)｣に基づく、教職員個々の主体的な改善の取
組状況をチェックするためのものです。学期ごとを目安に自身の取組を振り返る参考としてご活用下さい。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所要時間５分程度）

１　教職員個々の主体的な取組の推進に関すること

項目
取組状況

今年度自身が取り組む業務改善に関する目標を立てていますか。

管理職や同僚と業務改善について協議する機会はありますか。

業務改善を進めるに当たりモデル校の成果や文部科学省の実践例を活用していますか。

２　校務の分類・整理と見直しに関すること

項目
取組状況

校務の整理・削減や業務改善に関する提案を行っていますか。

時間を意識した会議運営を行っていますか。

授業改善と校務の効率化に向けてＩＣＴを有効活用していますか。

３　教職員の働き方改革の見直しに関すること

項目
取組状況

【記入例】○：十分に取り組めている　△：取組が不十分　×：取り組めていない　－：対応不要

業務改善により、教材研究や授業準備、児童・生徒指導に充てる時間が増加するような
工夫をしていますか。

職場内において、先に退勤することへの抵抗感がなく退勤できていますか。

部活動指導員を有効に活用していますか。

５　地域・保護者（家庭）・関係機関等との連携・協働に関すること

項目
取組状況

地域や保護者等の外部人材と連携した活動を行っていますか。

４　効率的な・効果的な部活動の実現に関すること

項目
取組状況

県作成の部活動の在り方に関する方針を守っていますか。

学校ごとの活動時間や休養日等のルールを守っていますか。

健康診断やストレスチェック、相談窓口等を活用して自身の健康管理に努めていますか。
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